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八
千
代
カ
ル
チ
ャ
ー
タ
ウ
ン
地
区（
も
え
ぎ
野
地
区
）に

都
市
計
画
税
が
課
税
さ
れ
ま
す

八
千
代
カ
ル
チ
ャ
ー
タ
ウ
ン
地
区
（
米
本
・
保
品
・
神
野
の
各
一
部
）

が
４
年
３
月
25
日
付
け
で
市
街
化
区
域
に
編
入
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
５

年
度
か
ら
地
区
内
の
土
地
・
家
屋
を
対
象
に
、
都
市
計
画
税
（
税
率
０
．

３
％
）
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

（
資
産
税
課
（
４
２
１
）６
６
９
４
）

看
護
師
等
修
学
資
金
を
貸
し
付
け
し
ま
す

看
護
師
な
ど
の
修
学
に
必
要
な
資
金
を
無
利
子
で
貸
し
付
け
し
ま
す
。

一
定
要
件
の
も
と
市
内
で
看
護
師
な
ど
の
業
務
に
従
事
し
た
と
き
に
は
、

返
還
を
免
除
し
ま
す
。
要
件
を
満
た
さ
な
い
場
合
は
返
還
が
必
要
で
す
。

▼
貸
付
対
象

看
護
師
な
ど
の
養
成
施
設
に
在
学
し
、
将
来
市
内
で
看

護
師
な
ど
の
業
務
に
従
事
す
る
意
思
の
あ
る
人

▼
貸
付
額

大
学
、
大

学
院
、
助
産
師
学
校
…
月
５
万
円
。
看
護
師
・
准
看
護
師
養
成
所
…
月
３

万
円

▼
募
集
人
数

５
人
程
度

▼
申
し
込
み

申
請
書
に
必
要
書
類

を
添
付
し
、
５
月
12
日
㈮
必
着
で
健
康
福
祉
課
（
４
２
１
）６
７
３
１
に

郵
送
か
持
参
。
応
募
多
数
の
場
合
は
選
考
。
詳
細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

同
課
で
配
布
の
「
修
学
資
金
貸
付
制
度
の
し
お
り
」
で
確
認
を

地
域
猫
不
妊
去
勢
等
手
術
費
用
の
一
部
を
助
成
し
ま
す

エ
サ
や
ふ
ん
尿
の
管
理
、
不
妊
・
去
勢
手
術
の
徹
底
な
ど
、
適
切
に
管

理
さ
れ
た
地
域
猫
の
手
術
費
用
の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。

▼
助
成
限
度
額

１
匹
に
つ
き
、
オ
ス
５
０
０
０
円
、
メ
ス
１
万
円

▼
申
請
方
法

４
月
３
日
㈪
〜
６
年
３
月
29
日
㈮
に
、
環
境
政
策
室
へ
申

請
。予
算
枠
に
達
し
た
時
点
で
終
了

▼
対
象

次
の
団
体
と
猫
。【
団
体
】

事
前
に
申
請
し
、
登
録
さ
れ
た
市
地
域
猫
活
動
団
体
。
す
で
に
登
録
の
あ

る
団
体
は
申
請
不
要
【
猫
】
団
体
に
よ
り
地
域
猫
と
し
て
管
理
さ
れ
て

い
る
、
５
年
度
に
不
妊
・
去
勢
な
ど
の
手
術
を
受
け
、
耳
先
を
Ｖ
字
に
カ

ッ
ト
さ
せ
た
猫

（
環
境
政
策
室
（
４
２
１
）６
７
６
７
）

市
民
文
化
祭
の
ポ
ス
タ
ー
デ
ザ
イ
ン
画

９
月
〜
12
月
に
開
催
す
る
市
民
文
化
祭
の
ポ
ス
タ
ー
デ
ザ
イ
ン
画
を
募

集
。
ど
な
た
で
も
応
募
可
。
採
用
作
品
に
選
ば
れ
た
人
に
は
記
念
品
も
。

▼
応
募
規
定

サ
イ
ズ
は
画
用
紙
の
四
つ
切
り
（
54
．
２
㎝
×

38
.
２
㎝
）、
八
つ
切
り
（
38
．
２
㎝
×
27
．
１
㎝
）
に
準
じ
る
大
き
さ
。

油
彩
、
水
彩
な
ど
画
材
は
自
由
。
一
人
１
点
。
未
発
表
、
未
投
稿
の
オ
リ

ジ
ナ
ル
作
品
に
限
る

▼
注
意
事
項
「
市
民
文
化
祭
」
の
タ
イ
ト
ル
は

入
れ
な
い
で
く
だ
さ
い
。
作
品
は
返
却
し
ま
せ
ん
。
著
作
権
は
市
に
帰
属

し
ま
す
▼
応
募
方
法

デ
ザ
イ
ン
画
の
裏
に
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
掲
載

の
応
募
用
紙
を
貼
り
付
け
る
か
、
作
品
の
題
名
、
住
所
、
氏
名
、
年
齢
、

電
話
番
号
、デ
ザ
イ
ン
画
展
（
応
募
数
に
よ
り
開
催
）
へ
の
出
展
の
可
否
、

展
示
時
に
公
表
す
る
題
名
・
氏
名
・
年
齢
の
う
ち
、
非
公
表
希
望
項
目
の

あ
る
場
合
は
そ
の
旨
を
記
載
し
、
５
月
26
日
㈮
必
着
で
、
教
育
委
員
会
庁

舎
内
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
課
（
４
８
１
）０
３
０
５
へ
郵
送
か
持
参

応」、「財政健全化への対応」、「原油価格・物
価高騰等への対応」、「総合計画等の着実な推
進」、「職員定数管理の適正化・職員の資質の
向上等への対応」の五つの基本的方針に基づ
き予算編成を行いました。
　歳入の依存財源では、市債において学校給
食センター調理場建設事業債や臨時財政対策
債が大幅に減となったことにより前年度と比
較して減となりましたが、自主財源では、市
税の増を見込んだことなどにより、前年度と
比較して増となっています。
　歳出では、給与勧告への対応等に伴う職員
人件費の増、待機児童対策に伴う民間保育園
運営事業や障害者自立支援事業等の扶助費の
増、都市公園管理事業、学校給食センター業務
事業、原油価格の高騰等の物件費の増、民間保
育園運営事業、学童保育事業等の補助費等の
増、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療特
別会計等の繰出金の増などとなっています。
　この結果、５年度当初予算の規模は、一般
会計では、648億9,600万円で、前年度当初予
算と比較すると、3億6,400万円、0.6％の減と
なったものの、本市の当初予算の規模として
は、過去２番目の規模となりました。
　特別会計では、国民健康保険事業特別会計
の一般被保険者に係る診療費等の療養給付の
増などにより、４つの特別会計の総額は343
億4,485万９千円で、前年度比4.3％の増とな
りました。
　公営企業会計では、水道事業会計と公共
下水道事業会計の合計は124億7,566万１千円
で、前年度比19.6％の減となりました。
　なお、一般会計、特別会計、公営企業会計
を合わせた市全体の予算規模は、前年度比1.7
％減の1,117億1,652万円となりました。

け皿の確保など、子育てしやすい環境づくり
を進めます。
　激甚化・頻発化する災害への対応も重要な
課題です。引き続き、防災・減災対策を強化
していくとともに、「防災道の駅やちよ」を広
域的な防災拠点として整備するほか、新庁舎
の整備も、総合的な防災拠点の機能だけでな
く、デジタル技術を活用した利便性の向上、環
境性能などを考慮しながら、着実に進めます。
　豊かな自然を残しつつ、市民の皆さまがよ
り快適に暮らしてゆけるよう、中長期的な視
点に立った都市づくりの方向性を示し、都市
と自然が調和した持続可能なまちづくりを目
指します。また、市のシンボル的な存在とな
っている新川およびその周辺の一体的な活用
を図り、市の魅力創造を推進します。
　引き続き、総合計画に掲げた将来都市像の
実現に向けて、未来に希望が持てるまちづく
りを推進するとともに、市民の皆さまが住ん
で良かったと実感できるよう、全力で市政運
営に取り組みます。

予算編成と規模
　５年度当初予算では、国の動向と地方財政
の課題をとらえながら、市財政の現状と課題
を分析し、市民の生活を守ること、ウィズコ
ロナを踏まえた社会情勢の変化に対応した施
策を実施していくこと、近年激甚化している
災害に備えるためにも、限られた財源を効率
的かつ効果的に配分し、「最少の経費で最大
の効果」を挙げるため、全ての事業について
緊急性や必要性、費用対効果を充分に検証し
た上で見直しに取り組むこととしました。そ
の上で、将来を見据えた持続可能な財政運営
を推進するため、「市民の安心・安全への対

　令和５年第１回定例市議会は、２月17日
～３月23日に開催されました。服部友則市
長が開会日に述べた施政方針と５年度予算編
成、重点施策を紹介します。

施政方針
　新型コロナウイルス感染拡大から約３年が
経過しましたが、感染者数は未だ増減を繰り返
しており、今後の見通しは不明確な状況です。
　国において、新型コロナウイルス感染症を
５類感染症とする方向性が示され、ウィズコ
ロナへの移行も着々と進められています。
　このような社会の潮流を的確に把握しなが
ら、引き続き、市民の生命と健康を守るため、新
型コロナウイルス感染症に対応していくとと
もに、ウィズコロナへの取り組みを進めます。
　コロナ禍を契機としてデジタル化が加速し、
デジタルは地方の社会課題を解決するための
鍵とされています。行政サービスのデジタル化
を推進し、市民生活の利便性向上に努めます。
　気候危機を回避するため、国において、
2050年にカーボンニュートラルを目指すこと
を宣言しているところであり、本市において
も、脱炭素社会の実現に向けたロードマップ
などを策定し、着実に取り組みを進めます。
　全国的には人口減少の状況にある中で、本
市では人口が増加しており、児童・生徒数の
急増が課題となっている地区もあります。こ
うした地区の小中学校等の対応策を引き続き
検討し、児童・生徒に豊かな教育環境を提供
できるよう対策を進めます。
　一方、本市においても少子化は進行してお
り、その対応は喫緊の課題です。安心して子
どもを産み、子育てできるよう、切れ目のな
い子ども・子育て支援に取り組み、保育の受

施政方針と令和５年度予算編成 ■施政方針・重点施策の概要は企画経営課 421-6701、予算編成と規模は財政課 487-5112へ


